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        令和７・８年度     ＜上山市＞ 

競争入札参加資格審査申請の手引 

【建設工事】 
 

１ 申請資格者 

 上山市が発注する建設工事の競争入札に参加を希望する者で、次の全ての要件を満たす者。 

  ① 入札に係る契約を締結する能力を有する者であること。（成年被後見人若しくは被保

佐人でないこと。） 

 ② 破産者で復権を得ていない者でないこと。 

 ③ 上山市税又は消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

 ④ 役員等（個人の場合はその者、法人の場合はその役員又はその支店もしくは常時建設

工事の請負契約を締結する事務所の代表をいう。以下同じ）が上山市暴力団排除条例

第２条第３号に該当する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）でないこと。 

 ⑤ 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していないこと。 

 ⑥ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等していないこと。 

⑦ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していないこと。 

⑧ 役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

 ⑨ 法律で義務付けられている社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）加入が

なされていること。（社会保険加入義務がない場合はこの限りではない。） 

※ 入札契約適正化法第２０条第２項に基づく国土交通省の要請に従い、建設業に関する社

会保険等未加入業者は入札参加者登録をいたしません。 

 

２ 申請方法 

  原則として郵送により申請してください。 

  ※必要書類について不備のないように注意してください。 

 

３ 受付期間及び時間 

令和７年２月１日（月）から令和７年２月２８日（金）（必着） 

やむを得ず窓口にて直接申請する場合は、土日・祝日を除く午前９時から１２時、午後１

時から４時まで。 

 

４ 提出先 

〒９９９－３１９２ 山形県上山市河崎一丁目１番１０号 

  上山市財政課管財係（本庁舎２階） 

※郵送の場合は、封筒に「入札参加資格審査申請書在中」と記載してください。また、受
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理印が必要な場合は、返送先住所等を明記し、切手を貼付した返信用の封筒又はハガキ

を同封してください。 

 

５ 登録の有効期限 

 令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの２年間。 

 

６ 申請用紙 

 申請用紙は、上山市のホームページからダウンロードできるほか、上山市財政課窓口でも

配付します。 

 

７ 申請業種 

 建設業法の２９業種を発注業種区分としています。 

 ｢土木一式｣｢建築一式｣｢水道施設｣の３業種について、格付けをおこないます。 

（注１）経営事項審査を受けた業種を申請業種とし、名簿に登録します。 

（注２）委任先がある場合は、委任先を名簿に登載します。その場合は（注１）の業種のうち、

委任先の許可業種のみの登録となります。 

（注３）名簿登録後の業種追加は、令和８年度入札参加登録申請期間（令和８年２月頃の予定）

のみ追加可能です。追加登録期間は、決定次第上山市のＨＰで公表いたします。なお、

名簿登録した業種の削除については、変更届の提出により変更してください。 

（注４）単体企業の他に経常建設共同企業体として入札参加申請を行う場合は、共同企業体で

申請した業種については、単体企業としての名簿登録は行いませんので注意してくだ

さい。 

 

８ 提出書類（提出部数 １部） 

※ 申請書類に虚偽の記載をした場合には、競争入札参加資格の認定が受けられず、また、認

定後発覚した場合には、指名停止や資格の取り消しになることがあります。 

 

提出書類を番号順にクリアファイルに入れて提出してください。 

書類

番号 
提出書類 備考 

上山 

市内 
市外 

1 
確認票      

（建設工事等） 

本申請に係る照会に応対する担当者名、連絡先を記

入してください。 
◎  ◎ 

2 

競争入札参加資格審

査申請書     

（建設工事等） 

必ず商号にフリガナを付けてください。実印の押印

は不要です。登録を希望する種目を記入してくださ

い。 

◎  ◎ 

3 
暴力団排除に関する

誓約書 
実印の押印は不要です。 ◎  ◎ 

4 
経審の総合評定値通

知書（写） 
 ◎ ◎ 

5 登録希望業種表 

登録を希望する業種にチェックをしてください。 

※委任先がある場合には、委任先の許可業種のみの

登録となります。 

◎ ◎ 
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6 

発注者別評価点チェ

ックリストとそれに

関する確認書類       

（市内の該当業者） 

市内に本店、営業所を有し｢土木｣｢建築｣｢水道施設｣

の登録を希望する方のみ提出ください。 

また、「発注者別評価点チェックリスト」にチェッ

クしたものの証明資料を提出ください。詳細は発注

者別評価点一覧を参照ください 

〇  

7 営業所一覧 。 ○ ○ 

8 委任状 
委任先がある場合に提出してください。実印の押印

は不要です。 
○  ○ 

9 使用印鑑届 

印鑑証明書の実印以外に使用印を設定する場合に

提出してください。実印の押印は不要ですが、使用

印の押印が必要です。 

○ ○ 

10 印鑑証明書（原本）  ◎ ◎ 

11 
納税証明書 

（写しでも可） 

全事業者 

法人・個人：消費税及び地方消費税 

※その３（法人：その３の３でも可、

個人：その３の２でも可） 

 

◎ 

 

◎ 

上山市に本

社又は委任

先の登録が

ある事業者 

※市税の未納がない証明 

法人：法人市民税、固定資産税    

個人：市民税、固定資産税、国民健康  

‘‘‘‘‘保険税 

◎  

上山市に本

社又は委任

先の登録が

ない事業者 

法人:法人税 その３ 

（その３の３でも可）             

個人:所得税 その３ 

（その３の２でも可） 

 ◎ 

12 工事経歴書 許可行政庁に提出した写しでも可能です。 ◎ ◎ 

13 技術職員名簿 
経営事項審査時に許可行政庁に提出した写でも可

能です。 
◎ 〇 

14 
社会保険等の加入状

況を証明する書類 

総合評価値通知書（写）で社会保険の加入が確認で

きない場合に提出してください。 
〇 〇 

15 結果通知返信用封筒 
郵送で申請する場合、封筒に１１０円切手を貼付

し、あて先を記入のうえ提出してください。 
◎ ◎  

 

※ 総合評定値通知書は、審査基準日と結果通知日が次の範囲内で、最新のものであることが

必要です。 

     審査基準日：令和５年６月３０日～令和７年１月３１日 

     結果通知日：令和５年７月 １日～令和７年１月３１日 

※ 各種証明書類は申請日から３ヶ月以内に発行されたものとします。 

※ 納税証明書については、オンライン申請によるデータ形式（PDF）の受取も可能です。詳

細については、管轄の税務署へお問い合わせください。 

※ 「市税の未納がない証明」は、税証明申請書（水色）に同意書（委任状）と市税の未納がない

証明願を添付のうえ、上山市税務課に交付申請してください。なお、納付を市が確認できるまで

に時間がかかることがありますので、納付後約１０日以内に証明を受ける際には、領収書や通帳

など納付を確認できるものを持参してください。 

※ 「測量・コンサルタント」「物品等」を登録する場合は、建設工事の登録の際に添付した印鑑

証明、納税証明、市税の未納が無い証明、結果通知書については省略することが出来ます。 
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※ 当市では１業者について 1委任先としております。「建設工事は委任し、物品等は委任しない」

ということは出来ませんのでご注意ください。 

※ 社会保険（「健康保険、厚生年金保険、雇用保険」の３保険）への加入状況については、「総

合評定値通知書（写）」で確認しますが、「総合評定通知書」で未加入となっているものの、

現在、すでに加入している場合は、下記の書類を提出してください。 

 ① 雇用保険（下記の書類のいずれか） 

  ・資格取得等確認通知書（写） 

  ・「概算保険料又は確定保険料申告書（写）」及び「領収済通知書（写）（領収印が押され

たもの）」 

 ② 健康保険及び厚生年金保険（下記の書類のいずれか） 

  ・被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書（写） 

  ・被保険者報酬月額基礎届に伴う「標準報酬決定通知書（写）」 

  ・「保険料の領収通知書（写）」 

 

９ 審査の結果 

 （１）郵送による申請の場合（原則郵送） 

申請書類が市に到着しだい審査を行い、審査結果については同封された返信用封筒に

て審査結果通知書を送付することによりお知らせします。返信用封筒が同封されていな

い場合は、受理・不受理にかかわらず結果をお知らせできませんので、洩れのないよう

にしてください。（電話、電子メールによるお知らせは行っておりません。） 

不備があった場合は、申請書類を返却せず市で一時的に預かりますが、不受理となっ

たまま何も連絡のない場合は、３月１日以降に申請書類を破棄しますのでご了承くださ

い。 

（２）来庁による直接申請の場合（やむを得ない場合） 

上山市役所財政課（本庁舎２階）受付会場にて審査を行い、その場で審査結果通知書

を交付することにより審査結果をお知らせします。ただし、書類等の不備があった場合

は受理できませんので、書類等を整えて再度申請ください。 

 

１０ 発注者別評価点について 

   上山市では、発注者別評価点の加点（減点）を行います。対象業種は｢土木一式｣｢建築

一式｣｢水道施設｣の３業種となります。 
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発注者別評価点一覧             ※市内業者＝市内に本店、営業所がある業者 

大項

目 
中項目 

対象

業者 
評価基準 提出書類 

技術 

評価 
工事成績 

市内 

業者 

R4.4.1～R6.3.31 の期間内に完成

した市発注工事（130 万円以上）に係

る工事成績について次の算定式によ

り加点減点。 

 

{各自の平均工事評点－７５} × ５  

＝ 加（減）点（小数点以下切捨て） 

 

対象工事 

建設業法の２９業種 

不要 

 

法令 

遵守 

 

労基法違

反 
全業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に、労

働基準法、労働安全衛生法、じん肺法

または最低賃金法に違反したもの（労

働災害関係及び賃金不払いについて

は除く） 

 

１回につき －１０点 

不要 
 

指名停止 全業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に、｢上

山市工事請負業者指名停止規定｣に基

づく指名停止措置を受けたもの 

 

 １か月につき －１０点 

ただし、指名停止期間が６ヶ月を超え

る部分については 

１か月につき －２０点 

不要 

 

環境

保全 

エコアク

ション 

２１ 

市内 

業者 

競争入札参加資格審査申請書を提出

した時点においてエコアクション２

１の認証（建設分野に限る）を取得し

ているもの 

 

 １０点 

 

・エコアクション２１の登録証の写し 

 

※（一財）持続性推進機構による認証に

限ります。 

労働 

者福 

利 

障がい者

雇用 

市内 

業者 

競争入札参加資格審査申請書を提出

した時点において、｢障害者雇用促進

法｣第４３条に基づく法定雇用率を達

成しているもの（常時雇用労働者数が

４９人以下の事業所の場合は、１人以

上雇用） 

 

 ５点 

【常時雇用労働者数が５０人以上】 

・申請日直前の 6 月 1 日における公共職

業安定所の受付印のある｢障害者雇用

状況報告書｣の写し 

 

【常時雇用労働者数が４９人以下】 

・１名分の障がい者手帳（身体障がい者

手帳、療育手帳、精神障がい者保健福

祉手帳）及び社会保険証の写し等、常

勤性が確認できるもの 
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子育支援 
市内 

業者 

競争入札参加資格審査申請書を提出

した時点において、次の子育て支援に

かかる要件を満たしているもの 

①常時雇用労働者数が 101 人以上の

企業 

次世代育成支援対策推進法に基づ

く｢一般事業主行動計画｣の策定・届出

を行い、かつ、就業規則において育児

休業制度を規定しているもの 

②常時雇用労働者数が 100 人以下の

企業 

 次世代育成支援対策推進法に基づ

く｢一般事業主行動計画｣の策定・届出

を行い、もしくは、就業規則において

育児休業制度を規定しているもの 

 

１０点 

①常時雇用労働者数が 101 人以上の企業

は次の全ての書類 

・労働局の受理印のある｢一般事業主行動

計画策定届｣の写し 

・労働基準監督署の受理印のある｢就業規

則｣の写し 

②常時雇用労働者数が 100 人以下の企業

は次のいずれかの書類 

・労働局の受理印のある｢一般事業主行動

計画策定届｣の写し 

・労働基準監督署の受理印のある｢就業規

則｣の写し（常時雇用者数９人以下の事

業者にあっては、労働基準監督署の受

領印のないものでも可） 

 

建設雇用

改善優良

事業所 

市内 

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に、「建

設雇用改善優良事業所」として表彰さ

れた場合 

※厚生労働大臣表彰又は山形県知事

感謝状に限ります。 

 

 ５点 

・表彰状又は感謝状の写し 

健康経営

®の普及

促進 

市内 

業者 

審査基準日時点で保険者が実施する

健康宣言事業に参加している場合 

 

 ３点 

・保険者が発行する健康宣言事業に参加

していることを証する証明書等の写し 

審査基準日時点で日本健康会議の健

康経営®優良法人の認定を受けている

場合 

 

 ２点 

・健康経営優良法人の認定を受けたこと

を証する認定証の写し 
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社会 

貢献 

ボランテ

ィア等 

市内 

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に企業

として、上山市内で次のいずれかの活

動を行ったもの 

 

上限１５点 

 

【災害時の対応】    各３点 

① 市や県の防災協定に基づき災害

時にパトロール活動を行った。 

② 災害時に救援活動に協力した。 

 

【地域貢献活動】    各３点 

① 河川、道路、公園、保育所・幼稚

園・小中学校・福祉施設・地区集会

所のいずれかを対象としたボラン

ティア活動（清掃・除草・剪定・植

栽・除排雪・軽補修のいずれか）又

は市町村や社会福祉協議会のボラ

ンティアに応募し又はこれらの紹

介等を受けて実施した除雪弱者宅

の除排雪 

② マイロードサポート事業に登録

し、活動した。 

③ 山形県ふるさとの川愛護活動支

援事業へ参加した。 

④ 上山市による消防団協力事業所

として認定がある 

⑤ 更生保護の協力雇用主としての

職場体験講習の受け入れ又は雇用 

⑥ 寄付・寄贈（２年間で２０万円以

上） 

  寄付・寄贈先が上山市、山形県（や

まがた地域貢献基金を含む）、又は

保育所・幼稚園・小中学校・県立学

校・社会福祉法人・特定非営利活動

促進法に基づくＮＰＯ・公益財団法

人・公益社団法人・再生保護法人で

あって市内に拠点があるもの（ただ

し、寄付先が政治団体・宗教法人・

建設業界関係の業界団体又はこれ

らに類するものである場合は除

く）。 

【災害時の対応】 

① 市や県の防災協定に基づき災害時

にパトロール活動を行った。 

・防災協定の写し及び市や県に提出し

た報告書の写し 

② 災害時に救援活動に協力した。 

・感謝状・表彰状・新聞記事等の写し 

 

【地域貢献活動】 

 ① 河川、道路、公園、保育所・幼稚

園・小中学校・福祉施設・地区集会

所のいずれかを対象としたボランテ

ィア活動（清掃・除草・剪定・植栽・

除排雪・軽補修のいずれか）又は市

町村や社会福祉協議会のボランティ

アに応募し又はこれらの紹介等を受

けて実施した除雪弱者宅の除排雪 

 ・参加型の場合は、主催者が発行した

募集案内・参加依頼文の写し等、活

動内容や日付が分かるもの及び主催

者による証明 

 ・自主企画型の場合は、広報誌の写し、

新聞記事の写し、実施箇所の管理主

体による証明のいずれか 

② マイロードサポート事業に登録

し、活動した。 

 ・県に提出した活動報告書の写し 

③ 山形県ふるさとの川愛護活動支援

事業へ参加した。 

 ・県に提出した活動報告書の写し 

④ 上山市による消防団協力事業所と

して認定がある 

 ・競争入札参加資格審査申請書を提出

した時点において、有効な表示証の

写し 

⑤ 更生保護の協力雇用主としての職

場体験講習の受け入れ又は雇用 

・保護観察所からの証明書の写し 

・「職場体験講習実施通知書」の写し 

⑥ 寄付・寄贈（２年間で２０万円以

上） 

・寄付にあっては領収証の写し 

・寄贈にあっては寄贈先からの感謝状、

広報誌、新聞記事等の写しなど内容

が分かるもの及び寄贈の内容が２０

万円相当以上であることを証する領

収証（写）等 



8 

 

人材

育成 

新規学卒

者の雇用

促進 

市内

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に卒業

した新規学卒者を採用し、書類提出日

で常用雇用している 

 

 １人につき ５点 

次に掲げる全ての書類を人数分提出 

・卒業証書(写)又は卒業証明書(卒業日が

審査対象期間内であること) 

・雇用契約書又は雇用通知書(期限の定め

のない雇用であること)の写し 

・当該従業員に係る健康保険証の写し等、

常勤性が確認できるもの 

インター

ン シ ッ

プ、職場

体験学習

の受入 

市内

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に上山

市内に在住又は通学する生徒・学生を

インターンシップや職場体験学習で

受け入れている 

 

 ５点 

・市町村・学校等が発する協定書・感謝

状、市町村・学校等の広報誌、新聞記

事のいずれかの写し 

女性の雇

用促進 

市内

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に女性

を採用し、書類提出日で常時雇用して

いる 

 上限９点 

 １人につき ３点  

次に掲げる全ての書類を人数分提出 

・雇用契約書又は雇用通知書(期限の定め

のない雇用であること)の写し 

・当該従業員に係る健康保険証の写し等、

性別と常勤性が確認できるもの 

技術者の

養成 

市内

業者 

R4.4.1～R7.1.31 の期間内に在籍

する３５歳未満の者が、１級技術者の

資格を取得している 
 

 ５点 

・1 級技術者の資格証(写) 

・上記 1 級技術者の健康保険証の写し

等、常勤性が確認できるもの 

※市内業者とは、本店、委任先（建設業法第３条に規定する支営業所）が市内にある業者。 

 

１１ その他 

（１）経営事項審査について 

    総合評定値通知書は、審査基準日が令和５年６月３０日～令和７年１月３１日、結果

通知日が令和５年７月１日～令和７年１月３１日の範囲内であり、かつ最新であること

が必要です。（通知書に審査基準日と結果通知日が記載されています。） 

総合評定値通知書の住所・商号・代表者・電話番号・許可番号が、現時点と比較して

異なる場合、競争入札参加資格変更届を併せて提出して下さい。 

    経営事項審査は済ませていても、総合評定値通知書が手元にない場合は、入札参加資

格の申請は受理できません。（なお、経審は、申請から総合評定値通知書が手元に届く

までに、知事許可で約１ヶ月、大臣許可で約２ヶ月かかります。） 

 

（２）競争入札参加資格変更届 

    今回の申請時又は名簿登録後において、以下の事由が生じた場合には、建設業許可に

基づく手続きを終えた後、競争入札参加資格変更届を提出してください。（今回の申請

においては申請書と併せて提出してください。）※変更届への実印の押印不要 

 

 

変更事由 添付書類 
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商号又は名称 

・履歴事項全部証明書(写) 

・印鑑証明書（原本） 

・委任状（委任先がある場合） 

・使用印鑑届（印鑑証明書の印鑑と使用印

鑑が異なる場合） 

代表者名 

・履歴事項全部証明書(写) 

・印鑑証明書（原本） 

・委任状（委任先がある場合） 

・使用印鑑届（印鑑証明書の印鑑と使用印

鑑が異なる場合） 

代表者の役職 

・印鑑証明書（原本） 

・委任状（委任先がある場合） 

・使用印鑑届（印鑑証明書の印鑑と使用印

鑑が異なる場合） 

本社の住所又は所在地 
・履歴事項全部証明書(写) 

・委任状（委任先がある場合） 

電話番号・ＦＡＸ ・競争入札参加資格変更届のみ 

資本金 ・履歴事項全部証明書（写） 

実印 

・印鑑証明書(原本) 

・使用印鑑届（印鑑証明書の印鑑と使用印

鑑が異なる場合） 

受任者名・役職・住所又は所在地 ・委任状 

使用印鑑 ・使用印鑑届 

新しい経営事項審査 ・総合評定値通知書等(写) 

建設業許可の更新 ・許可通知書(写) 

建設業許可の一部廃業 ・競争入札参加資格変更届のみ 

許可換新規による許可番号の変更 ・許可通知書(写) 

県内営業所の新設・廃止 ・競争入札参加資格変更届のみ 

   ※ 名簿登録後の業種追加は行っていませんので、建設業許可の業種追加については、

届出不要です。業種追加を希望する場合には、追加登録時期（翌年２月頃を予定）に

提出ください。なお、名簿登録した業種の削除については、変更届の提出により変更

してください。 

（３）経常共同企業体（経常ＪＶ） 

    経常共同企業体での申請をする場合は、要件や提出書類が異なりますので、事前にご

連絡ください。 

 （４）入札参加資格の承継 

    名簿登載後に、法人成り・世襲・合併・事業譲渡（会社分割）があった場合は、入札参加

資格を失うことになります。ただし、承継申請によって、入札参加資格を承継することでき

る場合がありますので、該当する事案が発生した場合はお問い合わせください。 

申請が遅れた場合は、承継できない場合がありますので、ご注意ください。 

＜問合せ＞ 上山市財政課 管財係 

ＴＥＬ ０２３－６７２－１１１１（代）内線２３３・２３５・２８３ 

ＦＡＸ ０２３－６７２－１１１２ 


